
政策体系と評価 

田中 啓 
（静岡文化芸術大学） 

平成27年度 政策評価に関する統一研修（金沢会場） 

２０１５年１０月２日（金） 

～政策の体系化による政策評価の 
体系的かつ合理的で的確な実施について～ 



本日の研修の趣旨 
 評価においては、政策体系が基本となる場合が多いことから、

本研修では、政策体系と評価の関係に焦点を当てます 
 有意義に評価を実施するためには、政策体系が適切に構築さ

れている必要がありますが、単純に政策体系を組み直せばよ
いというわけではありません 

 本研修では、政策体系のどのような部分に着目して評価をす
べきか、その際にどのような手法を用いて、どのような観点で
評価をすべきかについて、実践的な解説をおこないます 

 また、受講者の方に理解を深めて頂くために、いくつか演習用
の問題を用意しています 
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１．政策体系について 
（１）「政策」の定義 

「政策」 ＝ 公共政策（Public Policy） 
        政府の方針・方策・構想・計画などの総称 
        政治機関により決定済みの活動案 
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「この法律において『政策』とは、行政機関が、その任務又は所掌事務の範
囲内において、一定の行政目的を実現するために企画及び立案をする行政
上の一連の行為についての方針、方策その他これらに類するものをいう。」
（行政機関が行う政策の評価に関する法律） 

（参考）国の「政策評価法」における定義 

※政府の活動案の全てではなく、特定のものだけを政策とみなすのが一般的  
   → 政府が既定路線として運営するルーティン的活動は、本来は政策に含まれない 



（２）政策の「体系」とは 

 政策は階層性を持つ 
   「目的－手段（目的）－手段（目的）－･･･」という関係が 
  連鎖的につながる体系（次頁図参照） 
   （より高次の目的を達成するための手段、さらにその手段の実現を目的として 
    これを達成するための手段、･･･といった関係が階層的に連鎖） 

 この「目的－手段」の連鎖構造からなる体系を「政策
体系」と呼ぶ 

 「目的－手段」の連鎖を３段階程度に想定するのが一
般的 

           最上層･･･「政策」 
           中間層･･･「施策」 
           最下層･･･「事業」 
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政策 

施策 

事業 



政策体系の構造（廃棄物対策の例） 
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地域の一般廃棄物の減量

リサイクルの推進 ごみ発生の抑制

ごみの

分別収集・処理

ごみ資源化

の推進

資源の

集団回収の推進
住民への啓発

過剰な容器

包装の抑制

一部のごみ

回収の有料化

・・・「政策」

・・・「施策」

・・・「事業」

（出所）田中啓『自治体評価の戦略』、図2-3（p.98） 



（３）政策体系の特徴 

 階層による性格の違い 
    政策・施策･･･「仮想的（または観念的）」 
                  （政策・施策のめざすべき方向性や目的を与える単位） 

    事業    ･･･「実在的（または具体的）」 
                  （実務担当者が業務としておこなう活動の対象） 

 政策体系の構築過程の複線性 
  政策体系はトップダウンの「規範系」とボトムアップの「実務系」 
  の合力により設定されたもの 
    「規範系」：政治家や組織トップが設定した高次の目的を前提として 
           下位の階層を設定（トップダウン） 
    「実務系」：既存の事業を前提として、その事業が相応の位置づけを 
           与えられるように上位の階層が設定される（ボトムアップ） 
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２．政策体系と評価 
（１）政策体系に基づく評価の実施 
 公共部門の評価の対象としては、「行政活動」と「組織的側面」

がありうる 
     行 政 活 動 ：行政組織がおこなう行為そのもの 
     組織的側面：行政活動を支える組織の諸側面（機構・手続き等） 

 実際には、公共部門における評価のほとんどが、行政活動を評
価対象とするもの（組織的側面を対象とする評価はあまり実施
されていない） 

 行政活動は、基本的に政策が規定する方針・構想・計画等に基
づいて実施される（ルーティン的活動を除く） 

 行政活動を評価する場合には、「政策－施策－事業」という３層
構造程度の政策体系を想定し、そのいずれかの階層を評価対
象とする場合が多い 
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（２）評価における政策体系の重要性 

 行政活動の評価は、政策体系に基づいて企画・実施さ
れる場合が多い 

   → 政策体系に問題があると、評価の実施に支障が生じる 

 政策体系に次のような問題点がある場合、これに基づ
いた評価は無意味だったり、誤った結論を導いたりす
る恐れがある 

   - 政策体系が現実の政策を正確に反映していない 
   - 政策体系に論理的な矛盾や飛躍がある 
   - 政策体系の内容が抽象的すぎて具体的な指針とならない 

 ただし、「評価のために」政策体系を作るというのは本
末転倒（評価を通じて政策体系を修正していくのは良
い） 
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（３）施策レベルの評価 

 評価は政策体系に基づいて実施される場合が多いが、
評価と特に関係が深いのは、施策レベルと（事務）事
業レベル 

  （理由） 
   政策レベルは抽象度が高すぎるため、通常の評価の対象とはなりにくい 

 事務事業レベルの優先順位づけをめざすために上位
階層の「施策」を評価しようとする例が多い（特に自治
体で） 

   当初、事務事業評価を実施 ←事務事業間の優先順位つかず 

 
   施策評価を開始（事務事業評価と施策評価の併用） 
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文部科学省の使命と政策目標（平成27年度） 
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（出所）文部科学省「文部科学省における政策評価について」 
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練馬区（東京都）の政策体系 
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（出所）練馬区 



（４）施策評価の問題点 

① 施策と事務事業の関係が希薄な場合が多い 
② 施策の目的は抽象的な場合が多い 
③ 総合計画等に基づく施策体系は網羅的なので、

これを施策レベルの評価に利用する場合は注
意が必要 

④ 施策評価は、往々にして「漠然とした」評価に
なりがち（別添資料参照） 
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① 施策と事務事業の関係 

事務事業ａ 事務事業ｈ

施策Ａ 事務事業ｂ 施策Ｄ 事務事業ｉ

事務事業ｃ 事務事業j

事務事業ｄ 事務事業ｋ
施策Ｂ 施策Ｅ

事務事業ｅ 事務事業ｌ

事務事業ｆ 事務事業m
施策Ｃ 施策Ｆ

事務事業ｇ 事務事業n

施策と事務事業
の関係性が希薄
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② 施策の目的の抽象性 

施策Ａ 

事務事業ａ 

事務事業ｂ 

事務事業ｃ 

目的 

抽象的 

貢献度 

貢献度 

貢
献
度 
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③ 網羅的な政策体系の問題点 

16 

網羅的な政策体系 

施策の重要度に大きな
差がある（「見出し」程度
の施策も存在） 

･全ての施策を同列に扱う必要
はない 
･評価をおこなう意義が大きくな
い施策が存在 

（注）あくまで一般的な政策体系の例として、静岡県の事例を掲載しています。 
（出所）静岡県「“ふじのくに”士民協働事業レビュー・調書」（平成27年） 



（５）ここまでのまとめ 

 行政活動を評価対象とする場合には、政策体系（政策
－施策－事務事業）が評価の基本となる 

 ただし、政策体系の上位階層（特に政策レベル）は抽
象度が高いため、評価の対象とはなりにくい 

 よって、施策や事務事業が評価対象となる場合が多
いが、施策レベルの評価にはさまざまな問題点や留
意点がある 

17 

① 政策体系の階層によって、評価のあり方は異なるはず（後述） 
② 政策体系のどの階層を評価するにせよ、評価対象である政策（または 
  施策、事務事業）の構造を論理的に検討する必要がある 
     → ロジック・モデルを用いた政策構造の検討（次章） 



３．ロジック・モデルによる政策の検討 
（１）ロジック・モデルとは 
 施策や事業の論理的な構造を明らかにしたもの 
 （行政活動が社会に影響を与えるプロセス） 
 投入、活動、結果、成果等の要素の間の関係を表また
は図によって示す場合が多い 
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簡単なロジック・モデルの例 

014339
スタンプ
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（２）ロジック・モデルの意義 
 ① 施策の論理的な立案を支援 

施策の立案時にロジック・モデルを作成 

 ○ 施策が前提としている論理的構造の妥当性 
 ○ 施策に必要な要素が盛り込まれているかどうか 
 ○ 施策を実施した場合の影響のうち見逃しているもの 
   （特に悪い影響）はないかどうか 

以下のヒントを得ることができる 
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② 既存施策の概念化や制度設計上の問題点の 
  把握 

 施策の概念化や設計上の問題点を把握 

事後的にロジック・モデルを作成 

・アイディア先行の企画立案 
・立案時の様々な制約 
 （時間的制約・政治的制約など） 
・環境等の変化に伴う問題の発生 
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③ 施策について当事者間で認識共有 

 施策の実施に行政内外の数多くの機関が関与する場
合や施策の構造が複雑な場合 

    → ロジック･モデルを作成することにより、施策の実施に関わる主体が、 
      施策の全体像や目標についての認識を共有することができる。 

 ロジック・モデルを作成することは、施策に関わる各機
関が施策全体における自己の位置づけや役割を明
確に把握することにもつながる（次頁参照） 



DV対策プログラムのロジック・モデル 
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ヘルプライン
24時間、週７日

カウンセリング 法的サービス 加害者対応 地域的支援

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ、紹介、
法的情報

被害者と子供
に対する支援

法的代理、弁護、
援助、法廷随伴

16週間教育
プログラム

学校教育
ボランティア

研修

受入、要求に
応える、照会

サービス紹介、
精神・麻薬中毒相談、

ＤＶ教育、育児、
支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ

報告受理、告発、一方当
事者手続、ﾋﾟｰｽ･ｵｰﾀﾞｰ、

子供のｻﾎﾟｰﾄ

加害者の社会順応教育、
怒りのｺﾝﾄﾛｰﾙ、

行動修正

ＤＶの影響と
力学の理解

年間100人の
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成

被害者・子供
のために

安全な家に
８ベッドを用意

被害者・子供の
ために地域の

ｱﾊﾟｰﾄに
21ﾍﾞｯﾄﾞ用意

危機介入、暴力
からの保護、

被害者を加害者
から引き離す、
ＥＲによる支援

安全確保、住宅や
仕事を探す支援、
資産等へのｱｸｾｽ
確保、自立の
ための計画

ｹｰｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを通じてさまざまな
資源を調整する、安全な環境により

再び被害者となる危険性を低下させる

教育、弁護、支援、援助を通じて
被害者のエンパワーメント

司法制度に
基づく手続き

警察、医療、人的サービス、
刑事専門家等の要請

制裁
社会復帰
再犯防止

ＤＶの防止・減少、
ＤＶへの社会的寛容

の変化

再被害の防止、
自立の促進

住居サービス

緊急
シェルター

一時的
住居

プログラム
の要素

アウトプット

中期的
目標

短期的
目標

長期的
目標

（出所）Adler, Marina A. 2002. The utility of modeling in evaluation planning: the case of the coordination of domestic violence services 
      in Maryland. Evaluation and Program Planning 25(2002): 203-213. 
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④ 評価の準備作業 

 ロジック･モデルの作成により、どのような指標を設定
すべきかについて知見を得る（次頁参照） 

 評価を実施する際に、問いの設定、評価の設計、評
価結果の解釈等における判断の基礎となる（評価の
「ツボ」の把握） 

 施策に設計上の重大な欠陥を発見した場合には、評
価の実施を回避することができる（評価を実施するよ
りも施策を改善するのが先決） 



講習会
の開催 

治安の
改善 

マップ作成
方法の習得 

マップを活用し
た防犯活動 

防犯意識
の向上 

独自の防
犯対策 

犯罪の予
防・防止 

･開催回数 

･参加者数 

・習得者数 

・マップ作成数 

･地域パトロールのカバーする地域 

･防犯活動参加者数 

･犯罪認知件数 

･犯罪発生率 ･体感治安 

･住民の防犯意識 

･二重ロック設置世帯数 

･防犯対策を行った世帯数 
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ロジック・モデルを用いた評価指標設定 
（例：地域安全マップ講習会の開催） 

（出所）田中『自治体評価の戦略』、図3-7（p.210） 



（３）ロジック・モデルの作成 

施策の具体的な行政活動と施策の目的やめざ
す成果の関係を図式化する 

ロジック・モデルを利用する目的によって、ロ
ジック・モデルの作り方が異なる場合がある 

   新規施策の立案時 → 施策の因果関係を大まかに示したものでよい 
   既存施策の評価  → 施策の要素やプロセスをできるだけ詳細に表す 

ロジック・モデルに「正解」はないし、同じ施策で
も、作る人によって異なるロジック・モデルにな
りうる（それが自然） 

   → 正しいかどうかはあまり気にせずに、試行錯誤していろいろな 
     ロジック・モデルを作ってみる（できれば関係者間で議論する） 
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（演習１）駅前の放置自転車対策 

施策の主体：市の交通政策課 
施策の概要：放置自転車が多い駅前において 
          職員の駅前巡回、自転車整理員 
          の派遣、駐輪場の増設をおこなう 
目指す効果：放置自転車の減少と歩行者の 
          通路・安全の確保 

施策例：駅前の放置自転車対策 
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駅前の放置自転車対策のロジック・モデル 

駐輪場の増設 

自転車整理員 
の派遣 

職員による 
駅前巡回 

歩行者の通路・ 
安全の確保 

 

 ボックス      や矢印       を記入して、ロジック･モデルを完成して下さい。 
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（演習２）木材利用促進事業費 

事 業 名 木材利用促進事業費 

政策体系に 
おける位置づけ 

【政策】 安全で良質な食料等の持続的な生産と供給の確保 

【施策】 県内林産物の消費と利用の促進 

担 当 課 農林水産部農林基盤担当局林務課 

目    的 住宅・建築物等の木造化の意義・方法等に関する理解を広め、県産材
の利用を促進する 

事 業 費 ２６年度当初予算額 １,５６５千円 

内    容 

①県産材フェア開催（広く県内外の住民や住宅メーカーを対象
として県産材を紹介するためのフェアを開催する） 
②木造建築セミナー開催支援（木材生産者団体等が開催する
木造建築についてのセミナーを支援する） 
③市町村職員向け講習会開催（県産材を利用して公共施設を
木造化することの意義について普及啓発を行う） 

注：実在の県の事業を参考にしていますが、事業の目的や内容には一部変更を加えています。 
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木材利用促進事業費のロジック・モデル 

 

 

県 
産
材
の
利
用
促
進 

 

 

木造建築セミナー 
開催支援 

県産材 
フェア開催 

市町村職員向け 
講習会開催 

 

 ボックス      や矢印       を記入して、ロジック･モデルを完成して下さい。 
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（演習３）防災まちづくり地域戦略事業費 

事 業 名 防災まちづくり地域戦略事業費 

政策体系に 
おける位置づけ 

【政策】 被害の半減をめざした地震防災対策の推進 

【施策】 建築物の防災対策 

担 当 課 建設部建築担当局建築指導課 

目    的 地域における自主的な防災への取り組みを育成強化し、地震に対する
地域防災力を向上させる 

事 業 費 ２６年度当初予算額 ２,７２１千円 

内    容 

①防災まちづくりアドバイザーの養成（講習会の開催、修了者に
対する修了証の発行とアドバイザーの登録管理をＮＰＯに委託） 
②地域組織への講師派遣（学校区や自主防災会等に対して地
域防災の専門家（大学教授や有識者）を講師として派遣） 
③地域における防災まちづくり計画の作成に対する支援（計画
作成の技術的指導、計画策定の費用補助） 

注：実在の県の事業を参考にしていますが、事業の目的や内容には一部変更を加えています。 



31 

防災まちづくり地域戦略事業費のロジック・モデル 

地
域
の
防
災
力
向
上 

講師の  
派遣 

ＮＰＯへの 
委託 

計画策定 
の支援 

 

 ボックス      や矢印       を記入して、ロジック･モデルを完成して下さい。 
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（４）ロジック・モデルを利用した分析 

施策名 生活排水対策の推進 所管 環境部水地盤環境課 

目 的 

県民、事業者と県や市町村の行政が、（中略）生活排水対策を推進
することにより、生活排水の排出による汚濁負荷量を低減させ、公
共用水域における環境基準の達成はもとより、将来にわたってより
良い水環境を回復・創造することを目指す 

構成する事務事業 Ｈ２６年度事業費（千円） 主な内容 

普及啓発費          ７０２ 
・生活排水セミナー開催 
・生活排水クリーンキャンペーン 

○○川流域対策費         ３,０２１ 
・○○川流域水環境監視事業 
・○○川水質浄化促進協議会 

浄化槽設置費補助金       ３０４,８７９ ・市町村の浄化槽設置整備事業へ
の補助 

浄化槽対策費         ２,７７５ ・浄化槽管理者に対する指導・監督 

施策例：生活排水対策の推進 



生活排水対策の推進施策のロジック･モデル 

市町村の 
設置補助 

公
共
用
水
域
に
お
け
る
環
境
基
準
達
成 

生活排水 
セミナー開催 

○○川流域 
監視事業 

家庭における 
排水対策 

浄化槽 
設置補助 

生活排水ｸﾘｰﾝ･ 
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ実施 

住民の 
意識向上 

○○川水質 
浄化イベント 

国の 
設置補助 

浄化槽の 
設置 

生
活
排
水
に
よ
る
汚
濁
負
荷
量
低
減 

協議会の運営 

 
 

生
活
排
水
の
浄
化 

○
○
川
流
域 

地域団体 
の組織化 

浄化槽の維持管理 
状況の検査・指導 
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① 評価にあたっての前提 
 各事務事業は、単独で成果を上げるというよりは、施策の一部

の構成することにより、施策全体として成果を上げるような設計
になっている 

 本施策は大きく分けると、浄化槽設置促進、住民の意識向上、
○○川水質浄化の３つの内容より構成されている 

 このうち浄化槽設置促進に係る事業費が圧倒的に大きく、評価
にあたってはこの活動が焦点とされるべきであろう 

 浄化槽設置促進は補助事業であることから、市町村の執行状
況も関心の対象となる 

 各事務事業は、開始後２０年以上を経過したものが多く、成果
や効率性を判断できる段階にある 

 水質に関する指標など利用可能な数値情報が豊富であり、か
つ科学的な知見を利用することも可能であることから、評価に
よって有益な結果が得られる可能性がある 
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② 評価のポイント（問題設定） 

 市町村における浄化槽設置事業の制度設計と執行状況は適切
か？（特に○○川流域自治体） 

 浄化槽設置と水質汚濁の因果関係はどの程度確実か？ 
 浄化槽設置を重点的に進めるべき地域は存在しないのか？   
     → 用いる指標を工夫 
 浄化槽設置と下水道整備との棲み分けは検討済みか？ 
 国・県・市町村の役割分担に見直しの必要性はないか？ 
 平成１０年度以来対策を実施しているにもかかわらず、○○川

の水質が改善しない理由は何か？ 
 生活排水クリーンキャンペーン等の普及啓発活動は、そろそろ

大きく見直す時期ではないか？（昭和６０年度より継続） 
 水質浄化のシンボル的存在として、○○川対策をより積極的に

進めることにより、施策全体の有効性を高めることにつながらな
いか？ 
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４．有意義な評価のための留意点 
（１）有効な政策とは 
 政策が有効であるためには、少なくとも以下の３通りの意味の

「有効性」を備えていなければならない 
 
 
 
 
 
 
 

 ただし、上記の３通りの有効性を備えていたとしても、政策が効
果を発揮できない場合はある（行政のコントロール不可能な外部
要因の変化等により） 
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「有効性」の種類 意  味 検証方法 
手法の基本的な有効性 
（intervention-general effectiveness） 

採用する政策手法が、目的を
達成するために有効であるこ
と（またはその度合い） 

･理論的検討 
･インパクト評価（効果
の厳格な検証） 

制度設計上の有効性 
（program-specific effectiveness） 

意図した効果を発揮するよう
に政策が組み立てられている
こと（またはその度合い） 

･セオリー評価（政策体
系の理論的検証） 
･政策の構成要素の詳
細な検証 

組織面の有効性 
（organizational effectiveness） 

組織が政策を適切に実施で
きる能力を有していること（ま
たはその度合い） 

･組織の人材･体制･手
続き･資源等の詳細な
検証 



（例）一般廃棄物の減量を目的とする政策の場合 

１）手法の基本的な有効性（intervention-general effectiveness） 
   有効だと想定される政策 → リサイクルの推進など 
 

２）制度設計上の有効性（program-specific effectiveness） 
   ごみ分別の分類が複雑すぎる → 住民がルールを守らず、ごみの 
                          リサイクルに支障、ごみの不法投棄も 
                          増加 

 
３）組織的な有効性（organizational effectiveness） 
   予算面の制約により、ごみの分別回収が計画どおり実施できない 
   ごみ回収業者の作業がずさんで、ごみの回収やリサイクルに支障が生じる 
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（２）政策の階層による評価の違い 

政策の上位階層と下位階層とでは、評価の観点が異なる 
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（出所）田中啓『自治体評価の戦略』、図2-4（p.102） 

政 策 

施 策 

事 業 

【 特徴 】 
・機械的運用 
・品質管理的視点 
・合理的判断 
・短期的視野 

【 特徴 】 
・弾力的運用 
・多面的・総合的視点 
・非合理的判断 
・長期的視野 

内部管理的観点 政治判断的観点 

弱い 

弱い 

強い 

強い 

評 
価 
の 
観 
点 
と 
特 
徴 



（参考）政策体系の各階層に適した評価のあり方 

政策体系の階層によって望ましい評価制度のあり方が異なる 
  「Ａ．目標志向の評価」：上位目標の達成度の評価 
  「Ｂ．プロセス志向の評価」：事業の実施状況の評価 
  「Ｃ．理論志向の評価」：施策と事業の体系の評価 
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政 策

施 策

事 業

Ａ．目標志向の評価
- 目標の達成度、設定した方向性の妥当性等が

評価の主要な観点

- 目標は所与（時には見直し）

- 政策効果の改善が主眼

- 幹部・管理職が主導する評価

Ｂ．プロセス志向の評価
- 事業の実施状況や事業目的の達成度が評価の

主要な観点

- 目標、事業の大まかな定義、資源配分等は所与

- 「事業をより良くするための評価」

- 一般職員（事業担当者）が主導する評価

Ｃ．理論志向の評価
- 施策と事業の関係が適切に設定されて

いるかどうかが評価の主要な観点

- 施策と事業の関係性の改善が主眼

- 管理職が主導する評価

（ただし事業担当者等の参加が必要）

（出所）田中啓『自治体評価の戦略』、図4-4（p.311）を一部改変 



（３）政策のライフサイクルと評価 

 政策は「開始」「拡充・発展」「成熟」というプロセスを経る 
 評価対象の政策が、政策のライフサイクルのどの段階にあるか

により、評価の観点や設定すべき評価指標が異なる 
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開始初期 拡充・発展期 成熟期 ・・・

・実施体制の整備

・実施過程の確認・改善

・制度設計面の問題有無

・実施に伴う副作用の有無

・実施による成果の有無

・充足度・普及度

・費用・効率性

・所期の目的の達成度

・目的や目標の変更の必要性

・継続／終了の判断
実施・評価の観点

設定する評価指標

・インプット・アウトプット指標中心

・体制整備状況を確認する指標

・実施過程ごとの指標

・想定される副作用の指標

・アウトプット・アウトカム指標中心

・充足度・普及度を計測する指標

・効率性指標も重要

・アウトカム指標中心

・目的達成度を確認できる指標

政策のライフサイクル

（出所）田中啓『自治体評価の戦略』、図3-10（p.216）を改変 



（４）事業の「性質」による評価の違い 

下表に示すように、事業の性質によって、評価の主要な観点は異なる 

事業の性質別分類 例 評価の観点 

 政策的 

ハード事業 施設整備 費用対効果、維持管理
費用、利用状況 

ソフト事業 イベント、講座開催 参加状況、効果、内容の
適切性 

行政サービス 福祉サービス 
普及・充足度、受益者の
評価、受益者負担の妥
当性 

補助金・交付金 市町村向け補助金 交付状況、交付先の実
施内容と結果 

管理運営委託 指定管理者制度 業務遂行状況、費用 

 非政策的 窓口業務、税務、出納、
負担金、議会事務など 

実施プロセスの問題有
無、事務コストの妥当性 
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（５）事業の評価における具体的検討内容  

評価区分 検討の対象 主な検討内容 

Ａ．事前評価 

1. 事業の目的  事業の目的設定が妥当か 

2. 事業の必要性 必要性の高い事業か 

3. 想定するロジック 事業が想定している理論や因果関係等のロジッ
クが妥当か 

4. 事業の手段 事業が採用している手段は妥当か 

5. 事業の達成目標 事業の達成目標は妥当か 

6. 実施計画 事業の実施計画は妥当か 

7. データ収集 事業の実態を把握するためにどのような方法でど
のような情報を収集する予定か 

Ｂ．事後評価 

8. 事業の進捗度 事業は計画どおり進捗したか 

9. 事業の実施状況 事業は想定された方法で実施されたか 

10. 事業実施の結果 事業を実施した結果はどのようであったか 

11. 事業の効率性 事業の効率性はどのようであったか 

事前評価・事後評価のそれぞれにおいて、下表に挙げるような検討項目がある 



『自治体評価の戦略 ―有効に機能させるための 
  １６の原則』（東洋経済新報社､2014年５月８日発行） 

 自治体の評価がなぜ有効に機能して
いないかを明らかにした上で、問題
点を解決し、評価を有効に機能させ
るための具体的な処方箋を示す。 

 自治体が評価を梃子（てこ）にして、
組織のパフォーマンスを向上させて
いくための戦略も提案。 
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 平成 27年度 政策評価に関する統一研修（金沢会場） 

 

政策体系と評価 
～政策の体系化による政策評価の 

体系的かつ合理的で的確な実施について～ 

 

（付属資料） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０１５年１０月２日 

 
 

田中 啓 

（静岡文化芸術大学） 
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１．文部科学省の使命と政策目標 

 

（出所）文部科学省「文部科学省における政策評価について」 
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２．練馬区（東京都）の政策体系 

 

 
    （出所）練馬区「平成 25 年度施策評価統括表」より 
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３．文部科学省の施策例（生涯スポーツ社会の実現） 
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４．練馬区（東京都）の施策例 

（１）ごみの発生抑制 
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   （続き） 
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（２）公共交通の充実 

 
  



14 
 

   （続き） 
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５．事業評価の具体的な検討項目（事例による解説） 
 

＜取り上げる事務事業＞ 

 １．一般高齢者介護予防事業（介護保険室） 

 ２．不法投棄対策事業（清掃事業所） 

 ３．学校給食地産地消事業（学校給食センター） 

 
 
 

＜注意＞ 

○ この資料で取り上げる事業は、ある基礎自治体の実際の事業を参考にしな

がら、研修用に改変を加えた架空の事例です。 

○ この資料は、事業を評価する場合の標準的な検討項目とその項目による検

討の進め方を示すためのものです。 

○ 上記の３事業について、これらの検討項目に沿った検討結果が示されてい
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ますが、評価の方法を示すためのあくまで例示であり、検討結果は必ずし

も実態に即したものではありません。 

○ 表中の検討結果で網掛け（シャドー）で示した部分は、事業について何ら

かの検討を必要とする点であることを示しています。 
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（１）一般高齢者介護予防事業（介護保険室、平成 20年度事業費 ○○万円） 
区分 検討の対象 検討項目 備 考 検討結果 改善点など 

Ａ
．
事
前
評
価 

1.事業の目的 
1-1 設定されている目的は具体的か 

目的が具体的でな

いと妥当性を判断

できない 
具体的である  

1-2 設定されている目的の内容は妥当か  妥当である  

2.事業の必要

性 

2-1 設定されている目的の重要度は高いか  ある程度高い  

2-2 設定されている目的の緊急性は高いか  緊急性は低い  

2-3 住民のニーズが高い事業か  十分な判断材料がない  

2-4 法令等により実施が必要な事業か 

町長の公約に盛り

込まれている場合

も含む 

介護保険制度の下で自治体における実施
が期待されている  

2-5 その他に事業を実施すべき理由があるか 
これまでの経緯な

ど 
介護保険給付を抑制するという社会的な
要請がある  

3.想定するロ

ジック 

3-1 事業は明確なロジックに基づいて設計さ

れているか 

チェックのために

ロジック・モデル

を作成してみる 
想定されているロジックは明確である  

3-2 事業が想定しているロジックは妥当か  想定されているロジックは妥当である  

3-3 ロジックが複雑過ぎたり、実現性の低い

過程が含まれたりしていないか 

このような場合、

事業の有効性が疑

われる 
特にない  

4.事業の手段 4-1 事業の基本的な制度設計は妥当か  妥当である  

4-2 事業の具体的な実施方法や条件は妥当か  教室等の参加者を 65 歳以上に限定する必
要はないのでは 

高齢者以外も事業の対象とす

ることにより、高齢者予備軍の

意識が高まる、家族が高齢者に

教室参加を勧める、等の効果を

期待できる 
5.事業の達成

目標 

5-1 事業の達成目標が明示されているか  明示されている  

5-2達成目標の水準は妥当か  教室参加者数や教室参加率の目標水準は
低過ぎるのでは 

目標水準の引き上げを検討す

る 
6.実施計画 6-1 達成目標の到達時期は明確か  明確である  

6-2 達成目標の到達時期は妥当か  判断できない  

6-3 複数年度にわたる実施計画が立てられて

いるか 
 判断できない  
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6-4 複数年度にわたる実施計画の内容は妥当

か 
 判断できない  

6-5 次年度の詳細な実施計画が立てられてい

るか 
 例年どおりの方法で実施するものと推察

される  

6-6 次年度の詳細な実施計画の内容は妥当か  判断できない  

7.データ収集 

7-1 設定されている指標は妥当か  設定されている指標だけでは、事業の有効
性を把握することができない 

65 歳以上人口に占める教室参

加経験者の割合、介護認定率、

１人あたり介護給付費などを

追加 

7-2 指標等に必要なデータの収集方法があら

かじめ考えられているか 

アンケート調査な

どの実施が予定さ

れているか 
不明  

Ｂ
．
事
後
評
価 

8.事業の進捗

度 

8-1 計画に照らして事業は順調に進捗したか  判断ができない  

8-2 事業の進捗に影響を与えた（与えうる）

要因は何か 
 教室等の認知度、高齢者の意識、家族の理

解・サポートなど  

9.事業の実施

状況 

9-1 事業は想定された通りの方法で実施され

たか 

現場の判断で実施

方法が変更される

場合がある 
判断できない  

9-2 実施方法に何か問題はなかったか  
広報の方法、教室等の開催時期・曜日・時
間帯、教室等の内容等については検討の余
地がある 

 

10.事業 実施

の結果 

10-1 事業を実施した結果、目標を達成したか  判断できない  

10-2 事業の目標達成に影響を与えた（与えう

る）要因は何か 
 教室等の認知度、高齢者の意識、家族の理

解・サポートなど  

10-3 事業の実施に伴い、予期せぬ影響が発生

しなかったか 

悪影響の発生有無

に注意 特になし  

11.事業 の効

率性 
11-1 事業の効率性は想定の範囲内か  

･H18年度とH19年度の事業費や教室実施
回数が大きく異なるので判断が困難 
･H19 年度の実績から判断すると、教室を
１回開催するための費用が安すぎないか
（経費が全て事業費に盛り込まれている
か？） 

 

11-2 事業の効率性に影響を与えた（または与

えうる）要因は何か 
 教室等の認知度、高齢者の意識、家族の理

解・サポートなど  

所  見 
効果の発現に時間がかかる事業であるため、計画的に実施することと、定期的にデータを分析し、有効性を検証していくこと

が必要。 
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（２）不法投棄対策事業（清掃事業所、平成 20年度事業費 ○○万円） 
区分 検討の対象 検討項目 備 考 検討結果 改善点など 

Ａ
．
事
前
評
価 

1.事業の目的 
1-1 設定されている目的は具体的か 

目的が具体的でな

いと妥当性を判断

できない 
ある程度具体的である  

1-2 設定されている目的の内容は妥当か  一般廃棄物と産業廃棄物を分けることに
意味があるか  

2.事業の必要

性 
2-1 設定されている目的の重要度は高いか  

ある程度高い（着実に対策を取ることによ
り、将来的に大きなコストが発生するのを
防ぐことができる） 

 

2-2 設定されている目的の緊急性は高いか  緊急性は低い  

2-3 住民のニーズが高い事業か  土地所有者等特定住民のニーズが高い可
能性あり  

2-4 法令等により実施が必要な事業か 

町長の公約に盛り

込まれている場合

も含む 
法令等の根拠はない  

2-5 その他に事業を実施すべき理由があるか 
これまでの経緯な

ど 
（不法投棄が頻発しているという現状が
あれば記載する）  

3.想定するロ

ジック 

3-1 事業は明確なロジックに基づいて設計さ

れているか 

チェックのために

ロジック・モデル

を作成してみる 

未然防止とゴミ回収が混在しているが、ロ
ジックは明確である  

3-2 事業が想定しているロジックは妥当か  想定されているロジックは妥当である  

3-3 ロジックが複雑過ぎたり、実現性の低い

過程が含まれたりしていないか 

このような場合、

事業の有効性が疑

われる 
特に問題なし  

4.事業の手段 
4-1 事業の基本的な制度設計は妥当か  

不法投棄防止には地域の監視の目が必要
だと思われるが、それに関連する活動が事
業含まれているかどうか不明 

地域における監視強化等、現在

採用している以外の手段も検

討してみる 

4-2 事業の具体的な実施方法や条件は妥当か  パトロールの実施方法（委託先、頻度、経
路等）に検討の余地はないか 

パトロールの実施方法を詳細

に把握した上で、変更の必要性

を検討する 
5.事業の達成

目標 

5-1 事業の達成目標が明示されているか  目標値は設定されているが、事業の達成目
標と言えるか疑問  

5-2 達成目標の水準は妥当か  年間 24 回程度のパトロール回数で抑止効
果があるのか疑問 

有効なパトロール回数の水準

を検討する 
6.実施計画 6-1 達成目標の到達時期は明確か  明確である  

6-2 達成目標の到達時期は妥当か  判断できない  
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6-3 複数年度にわたる実施計画が立てられて

いるか 
 判断できない  

6-4 複数年度にわたる実施計画の内容は妥当

か 
 判断できない  

6-5 次年度の詳細な実施計画が立てられてい

るか 
 例年どおりの方法で実施するものと推察

される  

6-6 次年度の詳細な実施計画の内容は妥当か  判断できない  

7.データ収集 7-1 設定されている指標は妥当か  設定されている指標は妥当であるが、これ
以外の指標もありうる 

例えば、不法投棄物の量、不法

投棄箇所など 

7-2 指標等に必要なデータの収集方法があら

かじめ考えられているか 

アンケート調査な

どの実施が予定さ

れているか 

明示されていないが、設定されている指標
のデータを収集することは容易だと考え
られる 

 

Ｂ
．
事
後
評
価 

8.事業の進捗

度 

8-1 計画に照らして事業は順調に進捗したか  全般的には順調に進捗している  

8-2 事業の進捗に影響を与えた（与えうる）

要因は何か 
 パトロールの人手不足（委託の場合）、地

権者の協力  

9.事業の実施

状況 

9-1 事業は想定された通りの方法で実施され

たか 

現場の判断で実施

方法が変更される

場合がある 

想定通りの方法で実施されたものと推察
される  

9-2 実施方法に何か問題はなかったか  特になし  

10.事業 実施

の結果 

10-1 事業を実施した結果、目標を達成したか  判断できない  

10-2 事業の目標達成に影響を与えた（与えう

る）要因は何か 
 廃棄物規制の動向、住民の協力など  

10-3 事業の実施に伴い、予期せぬ影響が発生

しなかったか 

悪影響の発生有無

に注意 特になし  

11.事業 の効

率性 

11-1 事業の効率性は想定の範囲内か  想定の範囲である  

11-2 事業の効率性に影響を与えた（または与

えうる）要因は何か 
 パトロールを直営とするか委託とするか  

所  見 
この事業においては、実施方法の選択と許容するコストの設定が検討のポイントとなる。不法投棄の未然防止とごみ回収のい

ずれに比重を置くかも重要な論点である。また、地域住民の参加や協力を得ることも、事業の有効性を高める上で重要である。 

（３）学校給食地産地消事業（学校給食センター、平成 20年度事業費 ○○万円） 
区分 検討の対象 検討項目 備 考 検討結果 改善点など 

事前 

1.事業の目的 1-1 設定されている目的は具体的か 
目的が具体的でな

いと妥当性を判断

目的欄の記述は抽象的であるが、「事業の
経過と現状」欄にある「児童・生徒への啓
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できない 蒙」と「地場産業の振興」という目的は具
体的である 

1-2 設定されている目的の内容は妥当か  
「児童・生徒への啓蒙」と「地場産業の振
興」が目的であれば一定の妥当性が認めら
れる 

目的欄に記載されている目的

を優先するのであれば、本事業

とは全く異なる手段を選択す

ることにつながりうる 
2.事業の必要

性 

2-1 設定されている目的の重要度は高いか  あまり高いとは言えない  

2-2 設定されている目的の緊急性は高いか  緊急性は低い  

2-3 住民のニーズが高い事業か  十分な判断材料がない  

2-4 法令等により実施が必要な事業か 

町長の公約に盛り

込まれている場合

も含む 

法令等の義務はないが、学校給食で地場産
物を提供することは国の方向性（？）  

2-5 その他に事業を実施すべき理由があるか 
これまでの経緯な

ど 特になし  

3.想定するロ

ジック 

3-1 事業は明確なロジックに基づいて設計さ

れているか 

チェックのために

ロジック・モデル

を作成してみる 
想定されているロジックは明確である  

3-2 事業が想定しているロジックは妥当か  一般的な食材の場合、児童・生徒への啓蒙
効果はあまり大きくないと考えられる  

3-3 ロジックが複雑過ぎたり、実現性の低い

過程が含まれたりしていないか 

このような場合、

事業の有効性が疑

われる 
特に問題なし  

4.事業の手段 4-1 事業の基本的な制度設計は妥当か  妥当である  

4-2 事業の具体的な実施方法や条件は妥当か  詳細が不明であるため判断できない  

5.事業の達成

目標 

5-1 事業の達成目標が明示されているか  明示されている  

5-2 達成目標の水準は妥当か  妥当である  

6.実施計画 6-1 達成目標の到達時期は明確か  明確である  

6-2 達成目標の到達時期は妥当か  判断できない  

6-3 複数年度にわたる実施計画が立てられて

いるか 
 判断できない  

6-4 複数年度にわたる実施計画の内容は妥当

か 
 判断できない  

6-5 次年度の詳細な実施計画が立てられてい

るか 
 例年どおりの方法で実施するものと推察

される  
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6-6 次年度の詳細な実施計画の内容は妥当か  判断できない  

7.データ収集 7-1 設定されている指標は妥当か  概ね妥当である  

7-2 指標等に必要なデータの収集方法があら

かじめ考えられているか 

アンケート調査な

どの実施が予定さ

れているか 

不明であるが、設定されている指標のデー
タは容易に把握可能である  

Ｂ
．
事
後
評
価 

8.事業の進捗

度 

8-1 計画に照らして事業は順調に進捗したか  順調に進捗している  

8-2 事業の進捗に影響を与えた（与えうる）

要因は何か 
 地場生産者の供給体制（食材の種類、量）  

9.事業の実施

状況 

9-1 事業は想定された通りの方法で実施され

たか 

現場の判断で実施

方法が変更される

場合がある 

想定通りの方法で実施されたものと推察
される  

9-2 実施方法に何か問題はなかったか  問題は顕在化していないが、安定的な食材
供給を確保できるかが問題 

生産者に安定的な食材供給を

求める一方、非常時の食材調達

方法を検討しておくことが必

要 
10.事業 実施

の結果 

10-1 事業を実施した結果、目標を達成したか  判断ができない  

10-2 事業の目標達成に影響を与えた（与えう

る）要因は何か 
 地場生産者の供給体制（食材の種類、量）  

10-3 事業の実施に伴い、予期せぬ影響が発生

しなかったか 

悪影響の発生有無

に注意 

地場産物を優先することにより、給食コス
トの増大や利用可能な食材の種類が限定
されるおそれがある 

コスト等を勘案しながら地場

産物を使用を促進していく必

要がある 
11.事業 の効

率性 

11-1 事業の効率性は想定の範囲内か  判断できない  

11-2 事業の効率性に影響を与えた（または与

えうる）要因は何か 
 地場産物の価格  

所  見 

地場産業の振興が本事業の主目的であることを明確にし、その前提の上で地場生産者との協力体制を築くことが必要。ただし、

地場産物の利用を無制限に進めるのではなく、コストが増大したり食材が限定されたりするデメリットを常に考慮することが

必要。 
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